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多量排出事業者に係る産業廃棄物処理計画等について（依頼）

　本県の環境行政の推進につきましては、日頃から御理解と御協力をいただきありがとうございます。

　さて、事業者による自主的な廃棄物の減量化や適正処理を推進するため、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）においては、多量排出事業者は、廃棄物処理計画書を作成するとともに、都道府県知事へ提出することとされています。また、計画書を作成した事業者にあっては、計画の実施状況を知事に報告することが義務付けられています。

　このため、本県では、昨年度計画書を提出した事業者等に対して別添のとおり通知したところですが、貴団体におかれましても、法の趣旨を踏まえ、構成員に対して下記の事項について周知していただきますようお願いします。
記
１　報告対象者

　○　産業廃棄物処理計画書（法第１２条第９項）

　　平成２４年度の産業廃棄物の発生量が1,000トン以上である事業場を設置している事業者
　○　特別管理産業廃棄物処理計画書（法第１２条の２第１０項）

　　平成２４年度の特別管理産業廃棄物の発生量が50トン以上である事業場を設置している事業者
　○　産業廃棄物処理計画実施状況報告書（法第１２条第１０項）

　　平成２４年度に「産業廃棄物処理計画書」を提出した事業者

　○　特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書（法第１２条の２第１１項）

　　平成２４年度に「特別管理産業廃棄物処理計画書」を提出した事業者

　○　産業廃棄物処理状況調査票

　　平成２４年度に「産業廃棄物処理計画書」又は「特別管理産業廃棄物処理計画書」を提出した事業者

２　報告期限

　　平成２５年６月３０日（日）　（土曜日及び日曜日は閉庁日のためご注意ください。）
３　提出先

　　事業場の所在地を所管する東三河総局及び県民事務所等（建設業は、支店等の所在地を所管する東三河総局及び県民事務所等。なお、支店等の所在地が名古屋市、豊橋市、岡崎市、豊田市のいずれかの場合は愛知県環境部資源循環推進課）
４　提出方法
（１）電子申請・届出システムにより提出する場合

愛知県ホームページのオンラインシステム欄の「電子申請システム」を利用し、作成した計画書等の電子ファイルを添付して提出。
（２）郵送または持参する場合
　　　作成した計画書等を１部（控えが必要な場合は２部）、及びその電子ファイルをCD－R等により提出。

５　公表
　愛知県のホームページにて取りまとめ結果を公表。

担当　資源循環推進課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　廃棄物監視指導室

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 指導グループ

電話　052-954-6237（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　 　　　　FAX  052-953-7776
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